
 

○港区東京都市計画高度地区の絶対高さ制限の特例に係る区長の認定及び許可に関

する事務取扱要領 

平成２７年７月１日 

２７港街計第１１９１号 

（目的） 

第１条 この要領は、港区東京都市計画高度地区の絶対高さ制限の特例に係る区長の認定及

び許可に関する基準（平成２７年６月１日２７港街計第８０８号。以下「基準」という。）

の手続に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

（１） 管理者等 建物の区分所有等に関する法律（昭和３７年法律第６９号）第２５条

第１項の規定により選任された管理者（管理者がないときは、同法第３４条の規定によ

る集会において指定された区分所有者）又は同法第４９条第１項の規定により置かれた

理事をいう。 

（２） 建築主等 建築主又は建築物若しくは敷地の譲渡若しくは賃貸を受けたものをい

う。 

２ 前項に規定するもののほか、この要領において使用する用語は、都市計画法（昭和４３

年法律第１００号）、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）及び基準において使用す

る用語の例による。 

（申請等の手続） 

第３条 計画書第５項第１号及び第６項第１号による認定を申請しようとする者は、認定申

請書（第１号様式）の正本及び副本に、別表１に掲げる必要な図書等及び計画概要書（第

８号様式）を添えて、区長に提出しなければならない。 

２ 計画書第１１項による認定を申請しようとする者は、認定申請書（第１号様式）の正本

及び副本に、別表２に掲げる必要な図書等、計画概要書（第８号様式）及び決議事項届出

書（第７号様式。申請者又は当該建築物の建替え前の建築物の管理者等が、東京都市計画

高度地区（港区決定）の絶対高さ制限に関する規定の適用の日から起算して５年以内に、

別表３に掲げる必要な図書等を添えて区長に届け出たもの）の副本の写しを添えて、区長

に提出しなければならない。 

３ 区長は、前２項の規定による申請について、認定に関する基準に適合するか否かについ



 

て審査し、認定をするときは認定通知書（第２号様式）により、認定をしないときは認定

しない旨の通知書（第３号様式）により、申請者に通知するものとする。 

４ 計画書第５項第２号、第６項第２号及び第７項から第９項による許可を申請しようとす

る者は、あらかじめ電波障害及び風害に係る環境調査を実施し、区長に当該調査結果を報

告するとともに、許可申請書（第４号様式）の正本及び副本に、別表４に掲げる必要な図

書等及び計画概要書（第８号様式）を添えて、区長に提出しなければならない。 

５ 区長は、前項の規定による申請について、許可に関する基準に適合するか否かについて

審査し、許可をするときは許可通知書（第５号様式）により、許可をしないときは許可し

ない旨の通知書（第６号様式）により、申請者に通知するものとする。 

６ 区長は、第４項の規定による申請があった場合は、当該申請の内容について港区建築審

査会の意見を聴くものとする。 

７ 申請者は、認定又は許可通知書の写し及び計画概要書（第８号様式）の写しを、建築基

準法第６条第１項若しくは第６条の２第１項に規定する建築確認申請又は同法第１８条

第２項に規定する計画通知に添付しなければならない。 

８ 建築主は、認定又は許可を受けた後に計画内容を変更しようとする場合は、区とその内

容について事前相談を行い、当該変更内容が大幅な変更であると判断されたときは、改め

て認定又は許可に係る手続を行うものとする。当該変更内容が軽微な変更であると判断さ

れたときは、軽微な変更の報告書（第９号様式）に、別表５に掲げる必要な図書等及び計

画概要書（第８号様式。内容に変更を伴う場合に限る。）を添えて区長に報告するものと

する。 

（意見聴取の実施） 

第４条 基準第９条第２項第６号アの意見聴取は、整備する空地の有効性や影響等について

意見を聴くものとする。 

２ 建築主は、意見聴取の機会において、少なくとも次に掲げる資料を配布しなければなら

ない。 

（１） 初期段階における計画概要（第８号様式の記載事項と同様の内容とする。） 

（２） 配置図（別表４の記載事項と同様の内容とする。） 

（３） 立面図（別表４の記載事項と同様の内容とする。） 

（４） 環境空地の配置図（別表４の記載事項と同様の内容とする。） 

３ 建築主は、意見聴取の内容を住民意見聴取内容報告書（第１０号様式）により、許可申

請と併せて、区長に報告しなければならない。 



 

４ 建築主は、意見聴取に当たり、隣接住民から説明を求められた場合は、誠実に対応し、

良好な近隣関係を損なわないよう努めなければならない。 

（環境空地の維持管理） 

第５条 建築主は、敷地内の見やすい場所に、環境空地が基準に基づいて設けられたもので

ある旨を環境空地標示板（第１２号様式）により公衆に標示しなければならない。標示板

の設置数及び規格は、次のとおりとする。 

（１） 設置数 ２以上とし、環境空地の面積が１，０００平方メートルを超える場合は、

１，０００平方メートルを超える部分の面積２，０００平方メートルにつき１の割合で

増加させるものとする。 

（２） 材質 ステンレス板、銅板等で、耐候性、耐久性に富み、かつ、容易に破損しな

いものとする。 

（３） 大きさ 縦８０センチメートル以上、横５０センチメートル以上とする。 

（４） 設置方法 堅固に固定したものとする。 

２ 建築主は、環境空地の設置に当たり適切な維持管理を行うため、環境空地の管理責任者

を選任し、環境空地の管理責任者選任届及び誓約書（第１１号様式）を区長に提出しなけ

ればならない。管理責任者を変更する場合も同様とする。 

３ 環境空地の管理責任者は、環境空地に関する図書を保存するとともに、環境空地を適切

に維持管理し、３年ごとにその状況を環境空地維持管理報告書（第１３号様式）により、

区長に報告しなければならない。 

４ 建築物又は敷地を譲渡又は賃貸（以下「譲渡等」という。）しようとする場合は、前３

項に定める義務を伴うものである旨を、譲渡等を受ける者に明示しなければならない。譲

渡等を受けた者は、環境空地の維持管理に関する義務を継承する。 

５ 建築主等又は建築主等の依頼を受けて建築物の設計や施工若しくは販売を行う者が、当

該建築物の概要を新聞、チラシ等により広告する場合には、次に掲げる事項を明示しなけ

ればならない。 

（１） 当該建築物は、東京都市計画高度地区の規定により認定又は許可を受けたもので

あること。 

（２） 環境空地は、他の用途に転用できないものであること。 

（３） 公開空地は、歩行者が日常自由に通行又は利用できるものであり、塀その他の工

作物等を設けることにより通行又は利用の阻害をしないこと。 

６ 環境空地の種別及び形態は、周辺市街地の状況の変化等により変更がやむを得ない場合



 

で、基準の範囲内である場合のほかは変更してはならない。変更をしようとする場合、建

築主等は、あらかじめ環境空地変更申請書（第１４号様式）に変更に係る環境空地の計画

図等を添えて区長に申請し、環境空地変更承認書（第１５号様式）により承認を受けなけ

ればならない。 

（環境空地の一時占用又は活用） 

第６条 次に掲げる基準に適合するものについては、環境空地を一時占用することができる。 

（１） 行為 次のいずれかに該当するものであること。 

ア 地域の活性化に寄与する行為 

イ 許可を受けた建築物及びその敷地内にある工作物に係る建設行為又は管理行為 

ウ 東京のしゃれた街並みづくり推進条例（平成１５年東京都条例第３０号）第３９条

の規定により登録されたまちづくり団体による地域まちづくり活動 

エ 無電柱化のための地上機器及び区が実施する自転車シェアリング事業のサイクル

ポートの設置行為 

オ その他の公共公益に資する行為 

（２） 期間 一時占用する期間は、一回の行為につき９０日以内とし、同一敷地内にお

いて、年間２回以上占用行為が行われる場合は、全行為の延べ日数が１８０日を超えな

いこと。ただし、前号イからオまでについては、この限りでない。 

（３） 面積 一時占用する面積は、当該敷地の環境空地の２５パーセント以内とする。

ただし、前号ウについては、この限りでない。 

２ 前項の規定にかかわらず、港区エリアマネジメント活動計画認定制度実施要綱（令和６

年３月１８日５港街計第１６５５号）第７条に規定するエリアマネジメント活動計画の認

定を受けた者は、同要綱の定めるところにより環境空地を活用することができる。 

３ 管理責任者は第１項の規定により環境空地の一時占用をしようとする場合、環境空地の

一時占用届（第１６号様式）を区長に提出し、同項に定める基準に適合していることの確

認を受けなければならない。 

（屋外広告物の設置） 

第７条 環境空地内に屋外公告物（屋外広告物法（昭和２４年法律第１８９号）第２条第１

項に定める屋外広告物をいう。）を表示又はこれを掲出する物件を設置する場合は、次の

いずれにも該当するものでなければならない。 

（１） 環境空地の機能を害するものでないこと。 

（２） 形状、色彩、意匠が周囲の景観を害するおそれのないものであること。 



 

（工事完了検査） 

第８条 建築主は、建築基準法第７条第１項、第７条の２第１項又は第１８条第１５項の規

定による完了検査を受けようとする場合は、当該完了検査の前に工事が完了した旨を高度

地区工事完了届（第１７号様式）により区長に報告し、当該工事が認定又は許可の内容と

整合していることの確認を受けるものとする。 

（委任） 

第９条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、街づくり事業担当部長が別に定める。 

付 則 

この要領は、平成２７年１０月１日から施行する。 

付 則 

この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

付 則 

この要領は、令和元年５月７日から施行する。 

付 則 

この要領は、令和５年４月１２日から施行する。 

付 則 

この要領は、令和６年４月１日から施行する。 

付 則 

この要領は、令和７年４月１日から施行する。 

 


